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会 長 声 明

日本学術会議法案に反対する会長声明

　2025年3月7日、政府は、「国の特別の機関」とされてい
る現在の日本学術会議（以下「学術会議」という。）を廃止し、
国から独立した法人格を有する組織としての特殊法人「日本学
術会議」（以下「新法人」という。）を新設すること等を内容
とする日本学術会議法案（以下「法案」という。）を閣議決定
し、衆議院に提出した。
　当会は、2023年3月22日付け「日本学術会議法の改正の
再考と任命拒否を撤回することを求める会長声明」において、
2022年12月6日に内閣府が発表した「日本学術会議の在り
方についての方針」（以下「方針」という。）について、会員の
推薦・選考に第三者の参画を導入するとしている点に日本学術
会議の独立性をより低下させる意図が明確に読み取れること、
外部評価対応委員会の機能を強化することによって、外部評
価有識者による意見の影響が強まり、学術会議の活動・運営
に関する自律性が損なわれるおそれがあることから、方針は、
学術会議の独立性と活動・運営の自律性を損なうものであり、
ひいては研究者等を萎縮させ学問の自由を危うくするものである
との見解を発出しているが、法案は、当会が既に指摘した問題
点を払拭していない。
　すなわち、法案は、学術会議がその職務を「独立して」行
うという現行の日本学術会議法（以下「法」という。）第3条
の規定を踏襲しておらず、政府を含む外部の介入を許容する新
たな仕組みが幾重にも盛り込まれている。学術会議は、ナショ
ナルアカデミーとして学者の総意を社会や国、国際社会に発信
できる組織でなければならず、そのために学術会議が掲げ続け
ている①学術的に国を代表する機関としての地位、②そのため
の公的資格の付与、③国家財政支出による安定した財政基盤、
④活動面での政府からの独立、⑤会員選考における自主性・
独立性の5要件（これはナショナルアカデミーとして備えるべき
要件として国際的に広く共有されているものである。）は全て
満たされなければならないが、法案はそのような建付になって
いない。
　特に、会員候補者の選考、会員の選任については、候補者
の選考は法人外部委員からなる選定助言委員会の意見を聴取
して策定される選定方針に従うものとされ、「会員、大学、研究
機関、学会、経済団体その他の民間の団体等の多様な関係者
から推薦を求めることその他の幅広い候補者を得るために必要
な措置を講じなければならない」とされ、さらに、「行政、産業
界等との連携による活動」等の活動実績を有する科学者が含ま
れるよう候補者の構成についての配慮が求められている（法案
第30条）。このような様々な制約の下で、諸外国の多くのナシ
ョナルアカデミーが採用している標準的な会員選考方式であり
現行学術会議も採用しているコ・オプテーション（現会員が会
員候補者を推薦する方式。）による選考方式が損なわれるおそ
れがある。加えて、法人発足時に新会員となる「会員予定者」
候補者125名を選考する候補者選考委員会委員を現行学術会
議会員のうちから選ぶ旨の規定は存在せず、同委員を現会長が
任命するに当たっては、内閣総理大臣が指定する学識経験者
と協議しなければならないとされており（法案附則第6条）、新
会員の選考は、現行会員の推薦に基づくものではなくなるおそ
れがある。法案は、学術会議を構成する会員の選考、選任に

おける自律性を奪うと同時に、現行学術会議との連続性を切
断するものであり、政府から独立して意見を述べる現行学術会
議の基本的なあり方が根本から覆されることが強く懸念される。
　学問の自由（憲法第23条）は、高等研究教育機関の構成員
の権利を保障するものであるが、外部からの政治的・経済的・
社会的圧力に抗して各学問分野の伝統に立脚した研究・教育
の自律性を保護する必要性が高いこと、学問研究の成果がしば
しば社会生活を支える既成の価値観への批判とその破壊・革
新を招くため社会の側からの敵対的対応を招きがちであること
等の理由により憲法上保障されたものである。高等研究教育機
関の構成員のみにこうした自律的な活動が保障されるべきこと
は、その活動や成果が社会全体の中長期的な利益に大きく貢
献しているからであり、すべての個人が生まれながらにして平等
に享有する人権というよりは、むしろ、法律の専門家である職
業裁判官の身分保障を含む司法の独立の保障と類比して考え
る必要がある。学術活動は数多くの内容に関わる規制があって
初めて成り立つものであり、学問の自由は、そうした規制が大
学をはじめとする学術機関とそのメンバー自身（さらには彼（女）
らを包括するより広い範囲の研究者集団。）による自律的な規
制でなければならないことを意味し、学問の自由の重要な内容
として大学の自治が取り上げられる理由もそこにある。このよ
うな観点からすれば、学術会議の自律性を毀損し外部からの制
約を課そうとする法案が学術会議とその会員の学問の自由を危
うくするものであることは明らかである。かつて、1933年の滝
川事件や1935年の天皇機関説事件において、政府が学術の
世界に介入し、その結果、学術が政治に従属し戦争遂行の手
段にされてしまったことを忘れてはならない。
　そもそも、学術会議の改組の問題は、2020年秋に発覚した、
政府による「会員任命拒否」問題が発端である。当時の菅義偉
首相が、学術会議が推薦した会員候補105人のうち6人を任命
せず、いまだにその理由も説明していない。当会は、2020年
10月22日付け「内閣総理大臣に対し、日本学術会議が推薦
した会員候補者を自らが任命しなかった理由を説明し、法の規
定を遵守した任命手続きをとることを求める意見書」を発出し、
学術会議に政府からの独立性が認められている（法第3条）の
は、背景に学問の自由（憲法第23条）があることを指摘し、
かつての国会答弁でも内閣総理大臣の任命行為は形式的なも
のに過ぎないとされていたことを踏まえ、内閣総理大臣は、日
本学術会議が指名した会員をそのまま任命すべきであると指摘
している。学術会議の改組の問題は、批判に応えられない政府
が論点ずらしとして持ち出したものであり、任命拒否問題を棚
上げにし違法状態を是正しないまま、現行学術会議を廃止して
新法人を発足させることは、任命拒否の違法を糊塗する行為に
ほかならない。
　以上のとおり、法案により新法人を発足させることは、学術
会議とその会員の学問の自由を危うくするものであり、まして
それが任命拒否問題の違法状態を是正することなく行われるこ
とは到底容認できないため、当会は、法案に強く反対する。

2025（令和7）年5月2日
東京弁護士会会長　鈴木 善和
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憲法記念日にあたっての会長談話

　私たちの憲法、日本国憲法は、国民の権利自由を守ることと
そのために国家権力を制限することとを本質とする近代立憲主
義の思想に立脚し、国民主権、基本的人権の尊重、恒久平和
主義の三つを基本原理とするものです。1947（昭和22）年5月
3日に施行され、本日78周年を迎えました。
　日本国憲法は、アジア・太平洋戦争とその敗戦の結果生ま
れました。本年は戦後80年でもあります。戦争の放棄と戦力
不保持を定めた憲法9条は、わが国が誤って犯すに至った軍国
主義的行動を反省し、政府の行為によって再び戦争の惨禍が
起ることのないようにすることを決意し、深く恒久の平和を念願
して制定されたものであります。
　日本国憲法は、この間に全体として国民の間に定着し、そして
何よりも、わが国が自ら戦争をすることなく、再び日本を戦場
とすることもなく歩んだ戦後の道のりには、大きな感慨を覚え
ます。
　しかし、戦後80年を経て、戦争への反省と戦争の惨禍の記
憶、これらが薄れ、そのことが、敗戦の結果生まれた日本国憲法
を支える意志、すなわち憲法への意志を弱めることになっては
いないかとの危惧を抱きます。ここに戦前、戦中の歴史に学ぶ
必要を感じます。
　1933（昭和8）年の滝川事件、1935（昭和10）年の天皇機
関説事件、そしてその後も学問研究に対する弾圧事件が続き
ました。大学は自由な学問にとっての防波堤たり得ず、1937

（昭和12）年の盧溝橋事件、1941（昭和16）年には遂に対米

英との開戦に及び、天皇機関説事件から数えてわずか10年で
1945（昭和20）年の未曾有の敗戦という結末を迎えました。
諸外国の憲法には例の少ない独立の条項として日本国憲法23
条に学問の自由の保障が定められたのは、このような戦前の反
省に基づくものです。ところが、今深く憂慮せざるを得ないこ
とが進行しています。それは、国会で審議中の日本学術会議法
案の問題です。同法案はナショナル・アカデミーとしての日本
学術会議の独立性と自律性を損なうものです。所要の修正なし
では、憲法23条に違反するものとして、到底容認できません。
　わが国が近代立憲主義を学んだ欧米の国々では、今社会の
分断が進んでいるとも指摘されます。勿論、他人ごとではあり
ません。分断の元を断つとともに、異なる価値観を持つ人々が
共存する努力が求められています。近代立憲主義に基づく憲法
はそのための道具でもあります。
　弁護士の使命は基本的人権の擁護と社会正義の実現にあり
ます。戦後80年となる年の憲法記念日にあたり、私たち東京
弁護士会は、9500名余の会員を擁する弁護士会として、主権
者である国民とともに、そしてこの日本国で生活する全ての人々
とともに、日本国憲法の規範力を支え、そしてその内容を社会
の中でさらに実現・発展させるため、これからも不断の活動を
続けて参ります。

2025（令和7）年5月3日
東京弁護士会会長　鈴木 善和




